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１．評価の概要

１-１．評価の目的、必要性
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〈背景〉



１．評価の概要

１-２．対象政策
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１-３．評価の視点

１-４．評価手法



１．評価の概要

１-５．第三者の知見の活用
○本政策レビューの実施に当たっては、学識経験者等からなる「国土交通省政策
評価会」より助言をいただく。

【国土交通省政策評価会委員】
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東京大学大学院工学系研究科教授（座長）加藤 浩徳

同志社大学大学院 ビジネス研究科 教授大串 葉子

一橋大学経営管理研究科教授鎌田 裕美

一橋大学経済学研究科教授佐藤 主光

宇都宮大学データサイエンス経営学部教授（併任）データサイエ
ンスセンター長、公認会計士、中小企業診断士

白山 真一

東海大学建築都市学部准教授鈴木 美緒

茨城大学学術研究院応用理工学野都市システム工学領域教授平田 輝満

東京都立大学 経済経営学部 教授松田千恵子



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-１．住生活基本計画の全体像
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「住生活基本計画」の趣旨

基本理念

住生活基本法の制定 （平成18年）

住宅建設計画法の制定 （昭和41年）

社会経済情勢の著しい変化による新たな住宅政策への転換（「量」から「質」への転換）



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-２．住生活基本計画の概要
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２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-３．住生活基本計画における成果指標
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２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-４．住生活基本計画の見直しプロセスにおける政策レビューの役割



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-５．住生活基本計画の見直しに向けた論点
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２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-６．住生活基本計画の見直しに向けた主な論点と地域医療福祉拠点化指標
との関係性
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〈世帯構成の変化〉

〈主要な論点〉





２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-６．住生活基本計画の見直しに向けた主な論点と地域医療福祉拠点化指標
との関係性
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〈現行の住生活基本計画における地域医療福祉拠点化指標の位置付け〉

（成果指標）ＵＲ団地において、地域の医療福祉拠点化を推進（250団地程度（令和12))



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-６．住生活基本計画の見直しに向けた主な論点と地域医療福祉拠点化指標
との関係性

〈地域医療福祉拠点化の考え方〉

超高齢社会における住まい・コミュニティのあり方検討会報告書(H26.1 座⾧:辻哲夫東大特任教授)での指摘
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２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要
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２-６．住生活基本計画の見直しに向けた主な論点と地域医療福祉拠点化指標
との関係性

（参考①）ＵＲ団地の入居者の状況

※ＵＲ賃貸住宅は「居住者定期調査（層化無作為抽出法）」による。
※国勢調査（全国）は「国勢調査」（総務省統計局）（https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/index.html）を加工して作成

2015UR賃貸2020UR賃貸 2015国調

65歳以上



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-７．地域医療福祉拠点化の関係者とその役割
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〈全体像〉



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要
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２-７．地域医療福祉拠点化の関係者とその役割
〈国土交通省（国）〉

〇目標の設定・進捗状況の確認等

〇補助金による支援



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-７．地域医療福祉拠点化の関係者とその役割

〈地域包括支援センター〉

〈自治体〉
〈医療・福祉施設等事業者〉

〈民生委員〉
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〈自治会〉



２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-８．地域医療福祉拠点化の実施主体（UR都市機構）
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２．住生活基本計画と成果指標「地域医療福祉拠点化」の概要

２-８．地域医療福祉拠点化の実施主体（UR都市機構）
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３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況

３-１．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化に係る経緯

20※座長：辻哲夫東大特任教授、委員：有識者、厚労省担当課長、国交省担当課長、UR担当理事等
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３-２．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の形成状況

３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況
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696,250戸

1,421団地拠点化233団地（約16%）

非拠点化1,188団地（約84%）

非拠点化381,872戸（約55%）拠点化314,378戸（約45%）

UR賃貸住宅全体における平均住戸数の約500戸に対し、
拠点化１団地における平均住戸数は約1,350戸であり、住
戸数としては、半数程度、拠点化されている。
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３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況

３-３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の概要
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３-４．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取組
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３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況



３-４．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取組
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３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況



３-４．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取組
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３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況



３-４．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取組
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３．UR賃貸住宅における地域医療福祉拠点化の取り組み状況
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４．地域医療福祉拠点化の取組評価

４-１．評価の流れ
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４．地域医療福祉拠点化の取組評価

４-２．生活支援アドバイザーの業務実態と想定される効果
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４．地域医療福祉拠点化の取組評価

４-３．評価対象・評価の視点・評価手法



４．地域医療福祉拠点化の取組評価

４-３．評価対象・評価の視点・評価手法

〈調査項目（案）※詳細については今後検討〉

主な内容項目

〇世帯の状況対
象
世
帯
の

属
性

〇住戸の状況

〇孤立感に係る状況評
価
の
視
点
ご
と
の

状
況

〇地域コミュニティ等へ
の参加状況

〇医療・福祉サービスに
係る状況

〇移動時の安全性に係
る状況

〇居住継続の意向や住
まいの満足度

住
生
活
の

満
足
度

〈比較対象〉

〈調査対象団地（案）〉
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４．地域医療福祉拠点化の取組評価

４-４．ＵＲ団地の居住者や地域住民を対象としたアンケート調
査結果

アンケート調査等の結果を踏まえた評価を説明

４-５．住生活総合調査・インターネット調査の結果

４-６．地域医療福祉拠点化の取組評価結果
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５．今後の方向性

今後の方向性を記載予定

５-１．明らかになった課題に対する取組みについて


